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北澤 宏一

日本学術会議イノベーション推進検討委員会副委員長

科学技術振興機構理事

（スライド 1）
海外のイノベーション政策は各国の競争力を強化し、
国際競争に遅れないように、国内体制を整備するもの。
政策の基本は、インフラ、人材、投資。
これに対し、日本のイノベーション政策はイノベーシ
ョン２５で大きく変化したと認識。それは、以下の３つ
の点

制度間の共生協調・競合関係をエコシステムとし
て捉える
必要人材を特定：「出る杭」人材
市民の視点が導くイノベーション

いずれも今までのイノベーション政策になかったイノ
ベーション２５での新しい視点。技術開発の基本は技術
の現状の延長を予測するものだが、日本にはそれと違っ

̶

̶

̶

特別講演
「日本のイノベーション政策の動向―社会的価値から経済活動への翻訳―」
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日本のイノベーション政策の動向

北澤 宏一

学術会議イノベーション推進検討委員会副委員長

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

―社会的価値から経済活動への翻訳―

タイトルスライド

• 海外のイノベーション施策
各国の競争力強化を目的

そのためのインフラ
そのための人材
そのための投資

• 日本の特色
様々な制度の間の共生協調関係
出る杭人材
国民の視点

安心安全
健康（無病）
多様な文化の尊重
人類共通な課題の解決
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たアプローチが必要。イノベーション２５は「技術者科
学者に何をしてもらいたいか」という生活者の視点を起点。
多様な文化の尊重、人類共通の課題の解決が出発点。
イノベーションを競争力と考えると、限界があるが、日
本の政策では人類共通の課題解決を明示した点が新しい。

（スライド 2）
今までのイノベーションの指標は便利さ。今はこころ
や生きがい。未来と子孫をイノベーションのベースに置
こうという姿勢。社会変革を目指すという強い決意を示
す。日本では従来こういう姿勢を打ち出していなかった。
日本は子供たちに見放された国。子供の 65％が未来に
希望を持つ欧米や他のアジア諸国と比べ、日本は 35％の
み。「その日その日を楽しく暮らす」のが日本の子供のモ
ットー。
両親は生きがいをもっていると答える子供は 30％台、

「明日への夢をもっていないいじけた子供」、「肩をがっく
りと落とした大人」という姿が現状。

（スライド 3）

それを背景として考え、「こころ、生きがい」を視点と
して、イノベーションを考える。これは未来の子供の財
産・環境を奪わないこと。それは具体的には、人類共通
の課題を解決すること。これには環境、文化、相互理解
（同時通訳、アーカイブなど）、いかに元気な人生を送る
かという意味での健康。

（スライド 4）
どうやって子供たちに挑戦すべき課題を提示するか。
具体的には、このような課題。

（スライド 5）
こう考えると、自分個人の立場がどうであれ、組織が
何をやるべきかとの間に葛藤が生じやすい。
イノベーションを進めていく上で一番重要なのは、社
会的に価値あるものをいかに経済的なインセンティブに
変換するか。そうしないと、企業が参加できない。一方、
高い理想目標を掲げないと、若者がついてこない、子供
がいじけてしまう。日本の遺産として何を残すかをはっ
きり提示すべき。

イノベーション

• これまでの技術革新
→指標は便利さ

• 日本のこれからのイノベーション

→便利さいまに加えて
→こころ、生き甲斐

未来、子孫、世界
• →社会変革を強く意識

②

子供たちに見放された国！

スライド２

新たな視点：「こころ、生き甲斐」の重視

こころ、生き甲斐

未来、子孫

未来の子供たちの財産・環境を奪わない

若者たちに挑戦すべき課題を提示する

←人類共通の課題

環境

文化

相互理解

健康

③

スライド３

人類共通の課題、

感染症、南北問題
自然との共生

エネルギー、資源、水、大気、ゼロエミッ
ション

文化
多様な文化の尊重
文化の共有と保存

理解
ユビキタス対話、その場通訳、

健康
病気にならない人生

違う見方をすると ④

スライド４

スライド５

行政のやるべきこと

社会的価値を経済的なインセンティブに変換する

各段階でこれが必要
高い理想を掲げての日常
学生、若者、子孫への現代日本の遺産として

例：

⑤
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そこで具体的な事例として、Maglev リニアモーターカ
ーの事例を紹介。

( スライド 6)
リニアモーターカーは、理想的な特質を持ち、日本だけ
で独自に開発されていてユニークな技術。しかし問題は 8．
5 兆円かかる（一人当たり 8万円）。そんな無駄な金をつ
かうことはできないという議論になること多い。

（スライド 7）
個々ではなく、全体から見て考えることを提唱したい。
製造業の付加価値がＧＤＰに占める比率は先進国で 20％
以下、製造業が日本の国際競争力を議論する上で注目され
るが、日本の景気はそれ以外で 80％が決まっている、今
後この傾向はさらに拡大と予想する。

（スライド 8）
日本のユニークな現状データ、ＧＤＰがすでに 15 年も

飽和しているというデータがスライド９。飽和は「飽食の
時代」、「ものあまりの時代」、「サービス過多の時代」と関
連、国民が満足してしまった時代に入っているという状況。
GDP が飽和しても良いと考える人が多いが、社会の合理
化が年２％程度進行するため、GDP がそれに見合って伸
びないと人が要らなくなる。この結果失業が生じ、現在の
ように「大人は肩を落とし、子供はいじける」社会になる。
ＧＤＰの飽和は、失業増加につながるところが問題。

（スライド 9）
海外から見ると、日本は貿易黒字が毎年 10 兆円出て、

20 年続いている。海外純資産が 200 兆円、英国を抜き、
今ダントツの第 1位。
今後の日本は貿易黒字をこれ以上増やすことは世界の秩

序を乱すので難しい、内需を作り出す必要があり、子供が
喜ぶような消費形態でないとだめ。GDP飽和の時代の中で、
内需を作り出す、「今までにない需要」を作らないとだめ。

☆時速に制限がない
maglev 500km/h(op speed) 

but 1000km/h possible like a jet
☆廃ガスを出さない
☆自動車より静か
☆省エネルギー：国内航空機の１/3
☆安全性が鉄道より高い

体積支持力（１点接触でない）
☆メンテナンスが容易：砂、地震、雪に強い

浮上走行（１０ｃｍ） readier maintenance

リニアモーターカー

Cost of construction: 8.5 chou‑ yen (70 B$)

⑥

スライド6
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（出所）日本銀行『国際比較統計』

（年）

製造業付加価値は先進国で ％を切った
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スライド７

日本のＧＤＰの変遷 １９５５～２００５
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スライド８

日本の海外純資産
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内需を高める工夫必要

子孫が喜ぶ消費

内需を創りだすひとたち？
いままでの日本にない

⑨

スライド９
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（スライド 10）　
ＧＤＰの雇用に占めるＮＰＯ寄与度比較を見ると、オ

ランダは 20％近い。製造業が 20％を切っている中、ＮＰ
Ｏが 20％近くなっていることに注目。

（スライド 11）
ＮＰＯへの寄付金額は日本人一人当たり 300 円（赤い

羽根を 3本寄付）、アメリカは 10 万円。企業は日本もが
んばっているが欧米には負けている。個人が鍵。

（スライド 12）
日本のお金の動きを詳細に見たデータがスライド 12。

国内総生産 500 兆円。国民一人平均で 500 万円。製造業
の付加価値は 100 兆円。娯楽費が 100 兆円。そのうちパ
チンコが 35 兆円。医療費が 34 兆円。電力費が 18 兆円。
科学技術関連予算は公費で 4兆円。東京大阪間のリニア
は 8.5 兆円。国民ひとりあたりにすると 8万円。それだけ
を見るとそんな巨額と思うが、日本では娯楽費に一人当
たり 100 万円。リニアを娯楽と考えると簡単に使えるお
金だが、役に立つ交通手段として考えるととてもという
ことになっている。これが現在の日本。

（スライド 13）
社会的価値を経済的インセンティブに変換することが

世界の課題を解決する上で必要。国や行政は民間企業が
活動できるようなしかけを作る必要。
たとえば、ＮＰＯがＧＤＰの 20％になりうることを考

えると、ＮＰＯへの寄付の税金。米では、サラリーの 5％
を寄付できる市民になれるように子供を親が育てる。教
育は致命的に重要。
1970 年にマスキー法がカリフォルニアで制定。数年以

内に排気ガスのＮＯｘやＳＯｘをあるレベルまで下げる
ことを要求。自動車関連企業は反対したが、努力した結果、
ホンダが最初にクリアした。これが現在の自動車の基本
的な方向となり、その延長上にトヨタのハイブリッドな
どがある。
こうした規制は、簡単に抜ける伝家の宝刀ではないが、

経済価値への変換手段のひとつ。

GDP

雇用

NPOがＧＤＰを顕著に増やした例、雇用にも寄与大

ＧＤＰと雇用に占めるNPO寄与率比較

%

⑩

スライド１０

財団支出

個人寄付

企業寄付

寄付金総額

米国（２０００年度）

日本（１９９９年度）

ＮＰＯ寄付金額　日米比較

NPOデータブック（山内直人編）AAFRC Trust for Philanthropy ( 2002年 )
（１ドル＝１２４円　２００２年５月末）

25.2兆円
5630億円

1.4兆円

4830億円

20.8兆円
324億円

3400億円

476億円

44.8倍

2.8倍

643倍

64倍

⑪

スライド１１

日本の年間活動費比較

• 国内総生産 500兆円

• 製造業付加価値 100兆円

• 娯楽費 100

• ギャンブル、パチンコ 35

• 医療費 34

• 電力費 18

• 科学技術研究開発費 公費 4

(東京大阪間リニア建設費 maglev 8.5 )

⑫

スライド１2

社会的価値を経済的インセンティブへ転換する

• 行政にとってもっとも重要な役割
• 包括的な方法

教育：宮崎駿 wide spread education
エコ税制

炭素税
報奨金
NPO育成、volunteer 支援

CSR との連繋
寄付制度の確立

「salaryの２％を寄付できる国民に」
CSRとの連繋

規制、予告規制
ex.マスキー法(1970) Muskie law, Calif.

⑬

スライド１３
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（スライド 14）
現在のドイツの制度を紹介。国民が太陽光発電を採用す
ると、20 年後にその投資額が回収できる値段で電力を電
力会社が固定価格で買い上げることのできる国の支援制
度。国は現時点ではお金を出す必要がなく、個人が自発的
に投資できる。2004 年までは太陽電池の設置トップは日
本だったが、この制度の元、2005 年ドイツが抜いた。ド
イツの国民がこぞって太陽光発電に投資するようになった。
これは大きなかけで、将来効果があるかわからない面もあ
る。太陽光発電自体がエネルギーを得る方法として、もし
かすると、失敗という可能性もまったくないわけではない
が、ひとつのやり方。
ドイツのように太陽光発電に国民が 3000 億円を 10 年間
投資してかけてみる国と、パチンコで毎年 30 兆円をする
ことのできる国とをどう比較すべきなのか。

（スライド 15）
イノベーション政策が、「若者に夢をあたえられるか」
が課題。国がどのような政策を実行しようと、「若者の
夢」が育たないような国は落第。未来への価値ある挑戦を

若者と共有できるか、世代間の共感が得られるか。
「社会的価値を経済的価値へ変換する」。産官学が協力し
てその場を作っていく。これがＧＩＥＳの描く「場」では
ないか。

日本の社会は若者に夢を与えられるか

未来への価値ある挑戦の共有 世代間の共感

社会的価値の経済価値への転換

イノベーションのための「場」 エコシステム

⑮

スライド１5

Ｒ＆Ｄ段階での支援策
• R&D 減税
• R&D 国事業
• R&D 補助金
• 知財保護
ユーザーへの支援 導入支援
• 利用補償（買い上げ制度）

固定価格買上げ制度 ex. ドイツ 太陽光発電によ
る電力を20年でペイする価格で電力購入を約束
→3000億円/年の個人投資を誘発

• 補助金制度 ex. NEDO 年次逓減方式
• 戦略的調達

社会的価値を経済的インセンティブへ転換する
⑭

スライド１4


